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 当協議会は、全国の青年司法書士約２，８００名で構成され、「市民の権利擁

護及び法制度の発展に努め、もって社会正義の実現に寄与すること」を目的と

する団体である。当協議会は、日本に暮らし、朝鮮学校に学ぶ子供たちの教育

を受ける機会の均等をはかり、子供たちの尊厳を守る立場から、高等学校等就

学支援金及び補助金について、国及び地方公共団体に対して以下のとおり意見

を述べる。 

 

第１ 意見の趣旨 

 １ 国は、朝鮮高級学校に対して、「高等学校等就学支援金の支給に関する法

律」を適用し、高等学校等就学支援金を支給せよ。 

 ２ 国は、平成２８年３月２９日付文部科学大臣「朝鮮学校にかかる補助金

交付に関する留意点について（通知）」を撤回せよ。 

 ３ １都２府２４県の各地方公共団体には、日本国憲法が定める教育を受け

る権利と平等原則を踏まえた、適切公平な補助金支出の運用を求める。 

 

第２ 意見の理由 

１ 朝鮮学校の現状 

  朝鮮学校は、在日コリアン（本書面では国籍を問わず朝鮮半島にルーツ

を持つ人々の意味で使用する）が民族教育を受ける学校で、全国に６４校、

うち高級学校（高等学校）は１０校ある。戦後直後から在日コリアンのた

めに寺子屋のような教育の場が作られ、それが現在の朝鮮学校へと発展し

ている。 
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当協議会は、本年６月、東京朝鮮高級学校を訪問し、朝鮮学校の現状を

見てきた。朝鮮学校は、学校教育法上のいわゆる一条校ではなく、「各種学

校」（第１３４条）であるが、教育内容は、民族教育（歴史、言語、地理）

の他は、日本の教科書を基礎に組み立てられている。そして、その卒業生

は、大多数の日本の大学で受験・入学が認められており、現に卒業生の半

分は日本の大学・専門学校に進学しているとのことである。その後も卒業

生の多くは日本社会の一員として、納税義務も果たしながら生活していく

という。また、生徒の国籍は、年度ごとに異なるが、約６０％が韓国、約

４０％が朝鮮（北朝鮮ではなく朝鮮半島出身の意）、約１％が日本であると

のことであった。 

朝鮮学校は、生徒からの学費の他、各地方公共団体からの補助金の交付

も受け、運営されている。また、北朝鮮からも在日コリアンの学生、朝鮮

学校全体に年間約２億円の補助があるが、このうち約１億円は大学生の奨

学金に、５０００～６０００万円は教科書作成費用になり、残りの３００

０～４０００万円が全国の朝鮮学校に割り振られている。このため、東京

朝鮮高級学校には約１０万円程度しか交付されないとのことである。さら

に、各地方公共団体からの補助金は、東京・大阪などで近年、打ち切られ

ている。このような状況から教員の給与さえ充分支払えていないという。 

 

２ 高校無償化法と朝鮮高級学校の排除 

  ２０１０年４月、「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就

学支援金の支給に関する法律（以下「高校無償化法」という。なお、現在

は改正により「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」）」が施行され

た。高校無償化法は、高等学校に限らず、専修学校や各種学校である外国

人学校をも、その対象とするものであり、公立高校の生徒に対しては授業

料を無償化し、私立高校等の生徒に対しては、高等学校等就学支援金を支

給するというものである。そして、支給に際しては、生徒本人ではなく、

学校設置者が代理受領し、授業料債権に充当することが認められている（高

校無償化法第７条）。 

  ところが、高校無償化法施行後も、他の外国人学校がこの適用を受けた

にも関わらず、朝鮮高級学校については、その適用が保留され続け、つい

に２０１３年２月には、国は、適用の根拠となる「公立高等学校に係る授

業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行規則第１

条第１項第２号ハ」の規定を削除し、その適用への道を閉ざすに至った。
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この削除を提案した際、下村文部科学大臣（当時）は、「朝鮮学校について

は、拉致問題の進展がないこと、朝鮮総連と密接な関係にあり、教育内容、

人事、財政にその影響が及んでいること等」（平成２４年１２月２８日記者

会見）をその理由にあげている。 

   しかしながら、これは、朝鮮高級学校に在籍する生徒とは全く関係の無

い外交的な理由等により朝鮮高級学校について高校無償化法を適用しない

ものであり、法の下の平等を定めた日本国憲法第１４条に反し、我が国も

加入する人種差別撤廃条約等の諸条約が禁止する差別に該当するものであ

る。 

 

３ 文部科学大臣通知と地方公共団体の補助金停止 

  ２０１６年３月２９日、馳浩文部科学大臣（当時）は、朝鮮学校が存す

る１都２府２４県の各知事あてに「朝鮮学校に係る補助金交付に関する留

意点について（通知）」と題する通知を発した（以下「本件通知」という）。

本件通知は、「朝鮮学校に関しては、我が国政府としては、北朝鮮と密接な

関係を有する団体である朝鮮総聯が、その教育を重要視し、教育内容、人

事及び財政に影響を及ぼしているものと認識し」た上で、各地方公共団体

に対して、「朝鮮学校の運営に係る上記のような特性も考慮の上、朝鮮学校

に通う子供に与える影響にも十分に配慮しつつ、朝鮮学校に係る補助金の

公益性、教育振興上の効果等に関する十分な御検討とともに、補助金の趣

旨・目的に沿った 適正かつ透明性のある執行の確保」を求めている。   

  しかしながら、本件通知はいかなる法的根拠に基づく発出であるか不明

であることもさることながら、これを契機として補助金交付を停止した地

方公共団体が生じていることは重大な問題である。政府が、外交的な理由

から、各地方公共団体に対し，朝鮮学校に対する補助金交付において事実

上の圧力を加え、差別的取り扱いを助長しているものと評価せざるを得な

い。 

  さらに、本年９月には、文部科学省は、１都２府２４県に対して、本件

通知を受けての検討状況をただしていることが明らかになった（９月２日

付毎日新聞）。これは、補助金支給を検討している地方公共団体へのさらな

る圧力と評価せざるを得ない。これらのように国が率先して「公的差別」

を行うことは、正に「上からのヘイト」（国による差別・排除）として、ヘ

イトスピーチなど我が国に蔓延する差別を容認する土壌・社会規範となり

かねないことに当協議会は深く憂慮する。 
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４ 高校無償化法の理念   

  高校無償化法は、「高等学校等の生徒等がその授業料に充てるために高等

学校等就学支援金の支給を受けることができることとすることにより、高

等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の機会

均等に寄与することを目的とする」（高校無償化法１条）ものである。つま

り、どのような立場の子供であっても、学びの場を、学びの中から夢を育

み実現させていく機会を、経済的理由から奪われることがないように、生

徒一人ひとりを支援していくという日本国憲法２６条１項、１４条や社会

権規約第１３条など教育の機会均等の理念を具体化した法なのである。 

  そして、朝鮮学校は、日本に暮らす子供たちの学びの場の一つであり、

他の学校と何ら違いはない。どこの学校でも見られるように、子供たちの

笑顔があり、健やかな成長がある。高校無償化法により守られるべきは、

国籍などの立場の違いではなく、この子供たちの笑顔であり、個人として

の尊厳なのである。 

 

５ 結語 

   よって、当協議会は、国に対して、朝鮮高級学校にも「高等学校等就学

支援金の支給に関する法律」を適用し、高等学校等就学支援金を支給する

こと、また、平成２８年３月２９日付文部科学大臣「朝鮮学校にかかる補

助金交付に関する留意点について（通知）」を撤回することを求めるととも

に、朝鮮学校の存する１都２府２４県の各地方公共団体に対して、日本国

憲法が定める教育を受ける権利と平等原則を踏まえた、適切公平な補助金

支出の運用を求めるものである。 

 

以上 


